

































るものであり、明治 16 年の「通信規則」から 27 年農商務省訓令第 17 号による「農商務統計報告
規定」の制定にいたる 10 年間を「前近代的統計情報収集方式としての表式調査体系の完成期」


























れる『工業通信事項及附録様式』（明治 17 年佐賀縣達乙第 91 号）所収の「工業通信事項」と「附
録表式」を資料として考察を行った。 














17 年に作成したと考えられる『商事通信事項及附録様式』（明治 17 年 7 月 10 日佐賀縣達乙第
119 号）が所収されている。なお、佐賀県達乙第 119 号の但し書きは、「客年（明治 16 年－引用者）










関する 11 の項からなる報告徴集分野、すなわち第 1 項「（港灣河岸場）輸出入商品船舶」、第 2
項「都邑商品ノ聚散」、第 3 項「都邑物價」、第 4 項「外國貿易品相庭並在高」、第 5 項「常用品相
庭」、第 6 項「諸會社」、第 7 項「商人營業區別」、第 8 項「諸市場」、第 9 項「商家傭人給料」、第












第 1 項から第 9 項に該当する通信事項で、商務統計作成を目的とした数値情報（統計原情報）の
報告を求めるものである。そのため、第 1 表から第 14 表の各報告様式は、各様式に設けられた記
載欄に属性事項（調査項目）に関する地域（郡・区）集計値を書き込む表式として設計されている。 
 これに対して太実線の下段部の第 10 項と第 11 項の商務通信事項に関わる報告徴集は、統計
作成を目的としたものではなく、基本的に文書記述形式での報告を求めるものである。表１にも掲










第2項 都邑商品ノ聚散 第3表 商品聚散
第3項 都邑物價 第4表 都邑物價表
第4項 外國貿易品相庭並在高 第5表 外國貿易品相庭






第7項 商人營業區別 第12表 商人營業區別
第8項 諸市場 第13表 諸市場















































資料による把握が可能な地域について、第 1 項第 1 表に掲げた諸品目についての月間生産高、
移出入高、消費高、月末の在庫高（「月末在高」）に関する数値情報と主要取引地域（「仕出元」、
「仕向先」）に関する報告徴集を行うものである。そこでは、第 3 表「商品聚散」がその報告様式とし







 「農商務通信規則」の第 3 項「都邑物價」、第 4 項「外國貿易品相庭並在高」、第 5 項「常用品
相庭」で「物價」ないしは「相庭」と表記されているのは実際には品目価格であり、卸・小売品や貿
易品についての価格情報が「物價」あるいは「相庭（相場）」として採取されている。 
このうち第 3 項で通信事項とされている「都邑物價」については、第 4 表「都邑物價表」が 29 の
指定品目について単位数量あたりの採取価格から月間の最高価格、最低価格、平均価格の報告
を求めている。また、第 4 項の通信事項「外國貿易品相庭並在高」については、第 5 表「外國貿易
品相庭」の報告様式が、指定貿易品の採取価格について月間の最高価格、最低価格、平均価格、
それに「月末在高」として月末現在の在庫情報を徴集している。さいごに第 5 項の報告様式である





によれば、第 4 表の場合には「卸相庭」、また第 6 表では「小賣相庭」とされており、それぞれ採取




 「農商務通信規則」は商務通信事項の第 6 項と第 7 項で商務事業の主体である会社等（会社、
組合、会所、銀行等）について、二つの側面から会社情報に関する報告徴集を行っている。 
このうち第6項「諸會社」は会社それ自体の各種属性を通信事項として把握するものである。表１
にも示したように第 6 項「諸會社」は第 7 表から第 11 表までの五つの報告様式から構成されるが、
これらのうち第 7･8 表と第 9･10･11 表とはそれぞれ性格の異なる報告様式となっている。 





深いと考えられる金融業と運送業について、第 9 表「貯金會社」、第 10 表「水運會社」、第 11 表
「陸運會社」の各報告様式によってそれぞれの業種の会社の営業状況に関する情報収集が行わ
れる。 
このように「商務通信事項」では、第 7 表から第 11 表は商務通信事項第 6 項「諸會社」として一
括されているが、実際には第 7･8 表と第 9･10･11 表とは相互にその把握の次元を異にしている。
なぜなら、前者については第 7 表と第 8 表とが相互に背反な形でほぼ全ての会社等を把握の対象
としているのに対して後者に属する「貯金會社」、「水運會社」、「陸運會社」は前者とは重層の関係
にあるからである。すなわち、第 9･10･11 表に該当する会社等については、第 7 表ないしは第 8
表様式によっても把握される。 
第 6 項「諸會社」は商務通信事項の一分野とされているにもかかわらず商業に従事する会社は、





















































 「商務通信統計様式凡例」はその冒頭部分で通信事項全体に共通する記載留意事項を 4 点に
わたって記述し、個々の報告様式に関する記載要領についてはそれぞれの箇所に掲げている。 













とめを行い翌月 5 日までに報告することを記したものである。 





（ⅰ）第 1 項「港灣河岸場輸出入商品船舶」 
 商務統計通信事項の第 1 項「港灣河岸場輸出入商品船舶」については、その報告様式として第























（ⅱ）第 2 項「都邑商品ノ聚散」 










らである〔『輯覧』 120-121 頁〕。 
 





















（ⅳ）第 4 項「外國貿易品相庭並在高」 
























（ⅴ）第 5 項「常用品相庭」 















（ⅵ）第 6 項「諸會社」 
「商務通信統計様式凡例」は、「米商會所、株式取引所、國立銀行」を除く「會社、組合、會所、
銀行等」を「諸會社」として、第 7 表「諸會社」、第 8 表第 8 表「諸會社」（一己人營業）、第 9 表「貯
金會社」、第 10 表「水運會社」、第 11 表「陸運會社」の五つの報告様式を用いて第 6 項「諸會社」
の通信事項に関する報告徴集を行っている。なお、これらの報告徴集はいずれも年次ベースによ




このうちの第 7 表「諸會社」と第 8 表「諸會社」（一己人營業）は、経営組織によって 2 人以上の
共同経営と個人経営によるものとに区分し、通信事項についての報告徴集を行うものである。 































ている会社等を対象については、第 10 表「水運會社」と第 11 表「陸運會社」の報告様式によって
報告徴集を行っている。  
















なお、項番第廿六は水運会社による第 10 表への、また陸運会社による第 11 表への記載に関し
て、上述した貯金会社の場合と同様に、項番第廿六で「･･･更に第 10 表（水運）第 11 表(陸運)ニ
因リ記入スヘシ」〔『輯覧』 128 頁〕となっている。このことから「農商務通信規則」は、水運会社につ
いては第 7 表（ないしは第 8 表）と第 10 表、そして陸運会社についても同様に第 7 表（ないしは第
















が様式体系中に設置されてしかるべきと思われる。しかし現実には第 7 表と第 8 表は商業だけでな
く「農商工業」分野における会社等を把握の対象とたものとなっており、それらを経営組織の形態
に従って会社属性項目に関する報告徴集を行うものとして設計されている。すでに前節でも指摘し
たように、第 6 項「諸會社」の統計通信事項に関する報告様式体系は、第 7 表と第 8 表が相互に
背反な形で産業全体の「諸會社」を悉皆的にカバーし、その上で金融業と運輸業についていわば
重層的に報告徴集の網をかけるものとなっている。 
（ⅶ）第 7 項「商人營業區別」 






すなわち第 2 種兼業としての商業事業者を兼業、としている〔『輯覧』 133 頁〕。 










覧』 133 頁〕。 
 
（ⅷ）第 8 項「諸市場」 









（「一頭ノ平均及最昂最低」を別記するものとしている〔『輯覧』 134 頁〕。 
 
（ⅸ）第 9 項「商家傭人給料」 
  第9項「商家傭人給料」は、商家従業員の年間給料を通信事項として、12月現在で調査して翌


















  第 10 項「商用地図材料」には第 15 表「商人録」、第 16 表「水運賃銭表、陸運賃銭表」、また第
11 項「商況報告」にも「何所商況」、「何處金融ノ景況」にも界紙による表形式の報告様式が設けら












 (ⅰ)第 10 項「商用地圖材料」 
  第 10 項「商用地圖材料」には町村（「都邑」）に報告を求めている通信事項とそれに関係する二
種類の報告様式（第 15 表「商人録」、第 16 表「水運賃銭表、陸運賃銭表」）が含まれる。次に掲げ
る表 2 は、第 10 項「商用地圖材料」の項番第卅九が、都邑、道路、物産、港湾河岸場、航路の５
分野について通信事項として列挙しているものを一覧表の形に整理したものである。 
 










































(ⅱ)第 11 項「商況報告」 










品目 地域名 品目 地域名
砂糖(洋） 東京、⼤坂、横濵、⻑崎
金巾 東京、⼤坂、横濵、神⼾
洋綛糸 横濵、神⼾、東京、⼤坂、名古屋 人參 横濵、神⼾、⻑崎、信州＊、若松、雲州＊
和綛糸 東京、⼤坂、名古屋、淡州洲本 寒天 横濵、⼤坂、神⼾


















昆布 横濵、神⼾、⼤坂、⻑崎、函舘 鐵 横濵、神⼾、⼤坂、東京
乾鮑 横濵、神⼾、⼤坂、⻑崎、函舘 硫⻩ 東京、⼤坂、










































































(2) この『甲斐国現在人別調』における職業分類については三潴信邦が、Ｊ．ベルチョンが 1872(明治 5)

















穀商及手伝 餅商 太物商 柿渋商 陶器売 莨商
穀商支配人 餅菓子商 西洋反物商 蝙蝠傘商 土器商 薬種商及手伝
穀物仲買 飴菓子商 莫大小商 足袋商 珠数商 売薬商
麵包商 雑菓子商 生絲商 靴商 金物商 薬売
粉商 汁粉商 生絲仲買 下駄商 古金商 艾商
味噌商 蕎麦商 太絲商 麻裏草履等 古銕商 艾売
醤油商 豆腐商 絲繭商及手伝 草履草鞋等 鋸商 髪油商
醤油商支配人 麩商 繭商 材木商 鍋商 フシノ粉商
酒商 蒟蒻商 屑繭商 板商 鉄物商 小間物商
酒商支配人 揚物商及手伝 絲蛹商 竹商 鉄砲弾薬商 小間物売
白酒商 乾物商 蚕種商 瓦商 獣皮商 洋物商
甘酒商 乾物売 絲商 石灰商 印伝商 唐物商
甘酒売 椎茸商 唐絲商 建具商 荷鞍商 袋物商
麹商 素麺商 木綿商 硝子商 紙商 鼈甲商
魚問屋 青物商 木綿仲買 簾商 楮商 眼鏡商
魚会社役員 青物仲買 篠巻商 笊商 筆墨紙商 飼鳥商
魚商及手伝 唐辛商 綿商及手伝 笊売 紙袋商 荒物商及手伝
魚売 水菓子商 古綿商 機具商 紙屑商 荒物商支配人
鰻仲買 料理業及手伝 綿仲買 筬商 書籍商 玩物商
干魚商 飲食商及手伝 真綿商 畳表商 書画商 雑品商及手伝
鰹節商 煮売商 繰綿商 莚商 絵草紙商 雑品売
鶏肉商 焼豆商 綿種商 桶商 印肉商 諸仲買
茶商 煮豆商 綿種仲買 檜物商 提灯商 種物商
砂糖商 漬物商 股引腹掛商 木曽物商 燈油商 植木商
鹽商 呉服商及手伝 古着商 古道具商 石油商 桑桐苗木商
菓子商及手伝 呉服商支配人 藍葉商 古道具仲買 石油売 旅人宿業及手伝
菓子種商 呉服売 藍葉仲買 度量衡商 附木商 牛馬商
菓子売 絹仲買 西洋染粉商 陶器商及手伝 炭薪商 商雇






























39 の職種、一方、「職工人員」については、これから「日雇人足」を除いた 38 職種についても職種






























  第 1 節では報告される通信事項の情報形態の違いに注目して、『商事通信事項及附録様式』
が商務通信事項として掲げている 11 項目のうち第 1 項「港灣河岸場輸出入商品船舶」から第 9 項






  ここで、前稿〔森 2020c〕で考察した『工業通信事項及附録様式』に所収された報告様式が形
作っていた様式体系の特徴を想起してみよう。『工業通信事項及附録様式』は工業通信事項とし





















  第 1 節では「商務通信統計様式凡例」が掲げている各通信事項に関する報告様式の報告内容
に従って、商務統計通信事項に関する報告様式を、①物流、②物価、③会社とその事業形態、④
市場、⑤商業従事者の給与という五つの様式群に類別した。 






しかしながら、上述した五つの群の中には、工業通信事項の報告様式全体の 2/3 近い 31 様式
（第 4 号ノ三～第 25 号）を占める「品目様式」に相当する報告様式群は含まれていない。それに比
較的近い性格を持つと考えられる報告様式をあえて挙げるとすれば、指定された港湾河岸場にお
ける 43 品目に関する搬出（「輸出」）、搬入（「輸入」）数量と価額を記載属性項目として持つ第 2 節
（１）（ⅰ）で見た第 1 表「商品輸出入表」と報告徴集の対象範囲は「仲間組合」や「問屋倉所」に限
られるが、品目別の消費高、移出高（「輸出高」）、その月末在庫額等を記載属性項目として持つ




























（ⅱ）第 6 項「諸會社」の対象範囲に見る報告様式体系の特徴 
  第 6 項「諸會社」は、第 7 表「諸會社」、第 8 表「諸會社（一己人營業）」、第 9 表「貯金會社」、







場合、第 7 表と第 8 表が把握の対象とする会社としては、それを商業を営む経営単位とするのが自
然である。なぜなら、そうすることで、第 6 項「諸會社」が全体として「商務」の対象となる会社を網羅
的にカバーすることができるからである。 
 ところで、「商務通信統計様式凡例」の第 6 項は「諸會社」を「米商會所、株式取引所、国立銀
行ヲ除」く会社と定義し、項番第廿二は、報告徴集の対象を「本項ハ農商工業ノ別ナク･･･會社、組
















表ニ因リ記入スヘシ」として、第 7 表ないし第 8 表と併せて第 9 表への記載も求めている。さらに項
番廿六は、同じく水･陸運業の會社、組合、商會、會所等について、第 7 表ないし第 8 表とともに水




























































まず、施行から 3 年後の明治 19 年 3 月には農商務省令第 1 号によって通信事項・報告様式が

































































































っていたのとは異なり、第 4 節（２）（ⅱ）でも指摘したように、商務通信事項の第 6 項「諸會社」のう
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